
（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 6,724,239,817 固定負債 1,677,199,482

有形固定資産 5,182,856,113 地方債等 32,617,691
事業用資産 4,191,023,171 長期未払金 117,393,000

土地 321,162,143 退職手当引当金 1,502,546,979
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 4,574,154,713 その他 24,641,812
建物減価償却累計額 △ 734,654,326 流動負債 565,302,999
工作物 45,840,107 1年内償還予定地方債等 27,323,141
工作物減価償却累計額 △ 15,479,466 未払金 352,426,554
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 160,508,762
航空機 - 預り金 8,422,334
航空機減価償却累計額 - その他 16,622,208
その他 - 2,242,502,481
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 6,869,203,945

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 1,674,335,752
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 2,857,191,220
物品減価償却累計額 △ 1,865,358,278

無形固定資産 31,627,154
ソフトウェア 31,627,154
その他 -

投資その他の資産 1,509,756,550
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 26,670,545
長期貸付金 -
基金 1,503,736,939

減債基金 -
その他 1,503,736,939

その他 -
徴収不能引当金 △ 20,650,934

流動資産 713,130,857
現金預金 542,863,952
未収金 25,302,777
短期貸付金 -
基金 144,964,128

財政調整基金 144,964,128
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 -

繰延資産 - 5,194,868,193
7,437,370,674 7,437,370,674

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



（単位：円）

経常費用 20,630,727,080
業務費用 3,349,800,121

人件費 1,977,206,952
職員給与費 1,803,280,602
賞与等引当金繰入額 160,508,762
退職手当引当金繰入額 -
その他 13,417,588

物件費等 1,193,908,203
物件費 773,370,597
維持補修費 21,874,906
減価償却費 398,662,700
その他 -

その他の業務費用 178,684,966
支払利息 994,207
徴収不能引当金繰入額 20,650,934
その他 157,039,825

移転費用 17,280,926,959
補助金等 208,854,467
社会保障給付 17,070,704,992
他会計への繰出金 0
その他 1,367,500

経常収益 69,799,335
使用料及び手数料 35,987,930
その他 33,811,405

純経常行政コスト 20,560,927,745
臨時損失 137,143,230

災害復旧事業費 16,960,320
資産除売却損 120,182,910
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 20,698,070,975

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



（単位：円）

前年度末純資産残高 4,667,907,606 6,451,166,575 △ 1,783,258,969

純行政コスト（△） △ 20,698,070,975 △ 20,698,070,975

財源 21,225,052,862 21,225,052,862

税収等 13,727,928,191 13,727,928,191

国県等補助金 7,497,124,671 7,497,124,671

本年度差額 526,981,887 526,981,887

固定資産等の変動（内部変動） 418,037,370 △ 418,037,370

有形固定資産等の増加 2,356,839,982 △ 2,356,839,982

有形固定資産等の減少 △ 1,643,377,810 1,643,377,810

貸付金・基金等の増加 38,386,000 △ 38,386,000

貸付金・基金等の減少 △ 333,810,802 333,810,802

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 △ 21,300 - △ 21,300

本年度純資産変動額 526,960,587 418,037,370 108,923,217

本年度末純資産残高 5,194,868,193 6,869,203,945 △ 1,674,335,752

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 20,282,314,487

業務費用支出 2,989,200,528
人件費支出 2,035,134,979
物件費等支出 795,296,522
支払利息支出 994,207
その他の支出 157,774,820

移転費用支出 17,293,113,959
補助金等支出 221,041,467
社会保障給付支出 17,070,704,992
他会計への繰出支出 0
その他の支出 1,367,500

業務収入 20,391,190,438
税収等収入 12,827,570,432
国県等補助金収入 7,468,518,926
使用料及び手数料収入 35,987,930
その他の収入 59,113,150

臨時支出 16,960,320
災害復旧事業費支出 16,960,320
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 91,915,631
【投資活動収支】

投資活動支出 927,810,024
公共施設等整備費支出 889,424,024
基金積立金支出 38,386,000
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 1,222,806,024
国県等補助金収入 3,304,000
基金取崩収入 333,382,000
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 886,120,024

投資活動収支 294,996,000
【財務活動収支】

財務活動支出 47,245,759
地方債償還支出 28,552,327
その他の支出 18,693,432

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 47,245,759
339,665,872
194,675,746
534,341,618

前年度末歳計外現金残高 7,652,313
本年度歳計外現金増減額 870,021
本年度末歳計外現金残高 8,522,334
本年度末現金預金残高 542,863,952

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



1 重要な会計方針

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

（２）有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　１３年～５０年
工作物　　１０年～４５年
物品　　２年～１７年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
ソフトウェア　　５年

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内の
　  リース取引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・
    リース取引を除きます。）

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（３）引当金の計上基準及び算定方法
① 徴収不能引当金 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額
を計上しています。

② 退職手当引当金
（Ａ）－（Ｂ）による
 （Ａ）当組合の退職手当債務
 （Ｂ）＝Ⅰ－Ⅱ＋Ⅲ

Ⅰ  秋田県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額
Ⅱ  既に職員に対し退職手当として支給された額の総額
Ⅲ  秋田県市町村総合組合における積立金額の運用益のうち、当組合へ按分
　   される額

③ 賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費
相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上
しています。

（４）リース取引の処理方法
① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及び
    リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

1/3 全体財務書類　注記



通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（５）全体資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の
受払いを含んでいます。

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の
場合に資産として計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

2 重要な会計方針の変更等

無し

3 重要な後発事象

無し

4 偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況
他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

5 追加情報
（１）全体財務書類の対象会計

一般会計
介護保険特別会計

（２）出納整理期間
地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、
出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
計数としています。

（３）繰越事業に係る将来の支出予定額
継続費の逓次繰越額（同法施行令第145条第1項）　　442,594,000円

（４）過年度修正等に関する事項
過年度の長期滞留債権について、本年度において修正を行っています。この修正
により、純資産変動計算書「その他」において△21,300円が計上されています。

内容：介護保険料滞納繰越分にかかる長期滞留債権の減額
理由：遡及して調定額が減額されたため

（５）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
ア 範囲

平成３１年度予算において、財産収入として措置されている公共資産
イ 内訳

該当なし

損失補償等引当金
計上額

貸借対照表
未計上額

社会福祉法人水交会 129,468,000 0 0 129,468,000

計 129,468,000 0 0 129,468,000

団体名 確定債務額

履行すべき額が確定していない
損失補償債務等

総額

単位：円

2/3 全体財務書類　注記



（６）減価償却累計額
事業用資産／建物 ： 734,654,326円
事業用資産／工作物 ： 15,479,466円
物品 ： 1,865,358,278円

3/3 全体財務書類　注記


